




企画趣旨 宮 川 成 雄
Ⅰ　 移民法制の改変と人権についての規範意識の変化 
─ トランプ大統領とアメリカ移民法の改変 ─
宮 川 成 雄
Ⅱ　健康保険法制に見る憲法解釈の巻き返し
秋 葉 丈 志
コメント　 トランプ政権の移民規制措置と法の支配： 
EU法の視座からのコメント
中 村 民 雄
コメント　大統領の役割：連邦と州の関係の視点から
安 部 圭 介
Ⅲ　トランプ政権と法の支配 ─ マイノリティの人権 ─
𠮷 田 仁 美




紙 谷 雅 子
コメント　 合衆国最高裁判所による基本権保障と少数派保護 
─ 大統領権限の抑制の観点から ─


































何かを語るのは， 断固として司法府の領分であり義務である。」 （It is emphatically 




























































宮 川 成 雄
（ 3）　Executive Order No. 13769 （Jan. 27, 2017）, 82 Fed. Reg. 8977, およびこれを
改訂した Executive Order No. 13780 （March 6, 2017）, 82 Fed. Reg. 13209.































































































（ 8）　Hawai’i v. Trump, 2017 U.S. Dist. LEXIS 36935 （D. Haw. Mar. 15, 2017）.
（ 9）　Hawai’i v. Trump, 2017 U.S. Dist. LEXIS 47042 （D. Haw. Mar. 29, 2017）.
（10）　Hawai’i v. Trump, 2017 U.S. App. LEXIS 10356 （9th Cir. June 12, 2017） （per 
curiam）.
（11）　Int’l Refugee Assistance Project v. Trump, 857 F. 3d 554 （4th Cir. 2017）.






























（13）　Safe Haven: The Sanctuary Movement, N.Y. TIMES, Mar. 6, 2017．
（14）　Katy Steinmetz, Seven Ways California is Fighting back against President 

































（15）　Santa Clara v. Trump, 170cv─00574─WHO （April 25, 2017）.





























　オバマ政権の下で実施されていた DACA（Deferred Action for Childhood 



































ぶ。Charlie Savage, Sanctuary Cities Face Aid Cuts as Justice Dept. Tightens 
Screws, N.Y. TIMES, Apr. 21, 2017.
（19）　Trump v. Int’l Refugee Assistance Project, 2017 U.S. LEXIS 4266.


























（21）　難民の地位に関する条約第 1条 A （2）の定義規定を参照。
（22）　入国禁止令の設定する「90日間」の起算日は，同令の仮差止が解除される
日とする旨の大統領メモランダム（President Memorandum for the Secretary 
of State, the Attorney General, the Secretary of Homeland Security, and the 
Director of National Intelligence （June 14, 2017））が出されており，本最高裁
決定が下された2017年 6月26日となる。本決定は， 2つの控訴裁判所の仮差
止の有効性について判断しただけであり，入国禁止令の合衆国憲法修正第一
条の違反などの本案争点について最高裁は未だ判断していない。したがっ
て，2017年10月開廷期において最高裁が本案争点について，ムートネスを理
由として判断を回避することも十分考えられる。
